
第2回 金融経済教育推進会議 資料

確定拠出年金「投資教育」の充実に向けた取り組みについて

平成25年12月16日

運営管理機関連絡協議会機 議



＜目 次＞

運営管理機関連絡協議会（運管協） 概要

＜目 次＞

１．運営管理機関連絡協議会（運管協）の概要

２．金融経済教育推進会議に関する検討会について

３．ＤＣ制度の現状

４．金融経済教育推進会議における取組み内容について４．金融経済教育推進会議における取組み内容について

５．ＤＣの投資教育について

６ 継続研修（継続教育）の実態６．継続研修（継続教育）の実態

７．さらなる投資教育の充実のために

（参考）関連法令

1



１．運営管理機関連絡協議会（運管協）の概要

（１） 設立の背景・目的

確定拠出年金（略称はＤＣ）の運営管理機関は、証券、生損保、銀行、信託銀行等の様々な

機 議

確定拠出年金（略称はＤＣ）の運営管理機関は、証券、生損保、銀行、信託銀行等の様々な

業態で業務を実施しております。 「運営管理機関連絡協議会（略称は運管協）」は、運営管理

機関の横断的な組織として、確定拠出年金制度の普及ならびに健全な発展のために、平成

18年（2006年） 12月1日に設立した任意団体です。18年（2006年） 12月1日に設立した任意団体です。

（２） 主な活動

 確定拠出年金制度の調査・研究 確定拠出年金制度の調査 研究

 運営管理機関相互の情報連絡

 確定拠出年金制度に関わる意見の表明表

（３） 運営体制

会副会（5社：三井住友信託銀行株式会社、日本確定拠出年金ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ株式会社、副 社 友信託銀 株 社、 本 定拠 ｨ 株 社、

日本生命保険相互会社、野村證券株式会社、株式会社みずほ銀行）

常任会（会副会＋9社）、
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一般会員（地方銀行他35社） 合計49社（平成25年11月30日現在）



＜運管協 常任会（14社）＞ 平成25年11月30日現在、五十音順、色反転は会副会

企業名 企業名企業名 企業名

1 ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社 8 日本確定拠出年金コンサルティング株式会社

2 損保ジャパンDC証券株式会社 9 日本生命保険相互会社

3 株式会社損害保険ジャパン 10 野村證券株式会社

4 第 生命保険株式会社 11 株式会社みずほ銀行4 第一生命保険株式会社 11 株式会社みずほ銀行

5 東京海上日動火災保険株式会社 12 株式会社三井住友銀行

6 日本ｲﾝﾍﾞｽﾀｰ・ｿﾘｭｰｼｮﾝ・ｱﾝﾄﾞ・ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株式会社 13 三井住友信託銀行株式会社

7 日本レコード・キーピング・ネットワーク株式会社 14 明治安田生命保険相互会社

＜運管協 一般会員（35社）＞
企業名 企業名

1 あいおいニッセイ同和損害保険株式会社 19 株式会社栃木銀行
2 エム・ユー・コミュニケーションズ株式会社 20 株式会社名古屋銀行
3 SBIベネフィットシステムズ株式会社 21 株式会社西日本シティ銀行
4 株式会社大垣共立銀行 22 日興年金コンサルティング株式会社
5 岡三証券株式会社 23 日本興亜損害保険株式会社
6 株式会社鹿児島銀行 24 PWM日本証券株式会社6 株式会社鹿児島銀行 24 PWM日本証券株式会社
7 株式会社静岡銀行 25 株式会社百五銀行
8 株式会社十八銀行 26 株式会社広島銀行
9 株式会社十六銀行 27 富国生命保険相互会社
10 株式会社荘内銀行 28 株式会社北越銀行
11 信金中央金庫 29 株式会社北洋銀行
12 住友生命保険相互会社 30 株式会社北陸銀行
13 スルガ銀行株式会社 31 株式会社みちのく銀行
14 ソニー生命保険株式会社 32 三井住友海上火災保険株式会社
15 大同生命保険株式会社 33 株式会社ゆうちょ銀行
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15 大同生命保険株式会社 33 株式会社ゆうちょ銀行
16 大和ペンション・コンサルティング株式会社 34 株式会社横浜銀行
17 株式会社千葉銀行 35 株式会社りそな銀行
18 株式会社中国銀行



２．金融経済教育推進会議に関する検討会について金融経済教育推進会議に関する検討会に て

 金融経済教育推進会議を受け、平成２５年９月に運管協内に検討会を立ち上げ。

 運管協常任会８社と協力団体として金融庁が参加 運管協常任会８社と協力団体として金融庁が参加。

 年度内を目途に一定の結論を得るべく２か月に一度、検討会を開催。

 検討会の下部組織としてワーキンググループ（事務局）を設置。 検討会の下部組織としてワ キンググル プ（事務局）を設置。

＜スケジュール＞＜検討会構成メンバー＞

時期 会議名

2013年6月 第1回 金融経済教育推進会議

2013年9月 第1回 検討会

2013年11月 第2回 検討会

社名等 備考

ジャパン・ペンション・ナビゲーター株式会社

損保ジャパンDC証券株式会社

第一生命保険株式会社 2013年11月 第2回 検討会

〃 運管協 常任会

2013年12月 第2回 金融経済教育推進会議

2014年1月 運管協 常任会

第 生命保険株式会社

日本確定拠出年金コンサルティング株式会社 副座長

日本生命保険相互会社

野村證券株式会社

〃 第3回 検討会

2014年3月 第4回 検討会

〃 運管協 常任会

2014年3月ごろ 第3回 金融経済教育推進会議

株式会社みずほ銀行

三井住友信託銀行株式会社 座長

金融庁 協力団体
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2014年3月ごろ 第3回 金融経済教育推進会議金融庁 協力団体



３．-１ DC制度の現状
【年金制度 体系】

個
人
年

個人年金・財形年金

制度 現状
【年金制度の体系】

確定拠出年金(個人型)年
金

中小企業退職金共済 特定退職金共済

確定拠出年金(個人型)
１６万人 2013年3月末

（実施主体：国民年金基金連合会）

企
業
年
金

確定拠出年金(企業型)
４４２万人 2013年3月末

確定給付金

(職域部分)

共済年金国民年金

厚生年金基金
４３７万人

確定給付
企業年金

８０１万人

公
的
年
金 国民年金(基礎年金)６ ７７５万人

共済年金
４４２万人
2011年3月末

国民年金
基金

５２万人

厚生年金保険
３,４５１万人

(代行部分)

金

配偶者 公務員自営業者 民間サラリーマン

国民年金(基礎年金)６,７７５万人

5（出所：「第1回 厚生年金基金制度に関する専門委員会」参考資料１。 数値は注釈のない限り2012年3月31日現在。）

第２号被保険者
３，８９３万人

第１号被保険者
１，９０４万人

第３号被保険者
９７８万人



３．-２ DC制度の現状３． ２ DC制度の現状

【企業型ＤＣの計数推移】

2009.3末 2010.3末 2011.3末 2012.3末 2013.3末

規約数（件） 2,946 3,231 3,593 4,131 4,219

事業所数（件） 11,550 12,740 14,405 16,576 17,356

加入者数（千人） 3 117 3 408 3 724 4 228 4 422

（出所：運管協 確定拠出年金統計資料 2013年3月末）

加入者数（千人） 3,117 3,408 3,724 4,228 4,422

資産額（億円） 36,964 44,976 50,141 60,006 67,961
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４．金融経済教育推進会議における取組み内容について議

金融経済教育研究会・報告書（平成25年4月30日）
②社会人・高齢者段階における取組みの推進
(a)ＤＣ教育の充実
社会人段階における金融経済教育の場として、DC教育は極めて有望なチャネルである。その一層の充実に向けて、DC教育
の機会の確保、とりわけ継続研修の実施、受講者にとって過大な時間・労力がからない形での内容の充実を図るための方
策を検討していくことが必要である。今後、導入時研修の内容の充実や継続研修の必要性について、関係者の意識が高ま
っていけば、より効果のある投資教育の場となり得ると考えられる。

第１回 金融経済教育推進会議（平成25年6月7日）
取組み内容：確定拠出年金の投資教育の充実（「継続研修の実施」、「内容の充実」）

取組み内容 運管協検討会での検討項目

最低限習得すべき金融リテラシ の具体化及び体系化
内容の充実

最低限習得すべき金融リテラシーの具体化及び体系化
を参考とした内容の充実の検討

 事業主（加入者）のニ ズ確認

継続研修の実施

 事業主（加入者）のニーズ確認

 継続教育（継続研修）の実施状況の確認

 継続教育（継続研修）の実施方法の検討

 効果測定の検討
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５ ＤＣの投資教育について５．ＤＣの投資教育について

（１）投資教育は事業主の責務

 ＤＣにおいて、加入者に対する投資教育の実施は、確定拠出年金法第２２条により、お 、加入者 対する投資教育 実施 、確定拠出年 法第 条 より、
事業主の努力義務※として規定。

※ 投資教育には事業主がＤＣ制度を導入する際の研修のほか、再教育やＤＣ制度への関心を促
す機会として継続教育（継続研修）があるが、実施にあたっては事業主と、事業主から委託を受
けた運営管理機関が協力して実施している場合が多い

第二十二条

けた運営管理機関が協力して実施している場合が多い。

事業主の努力義務

第二十二条

事業主は、その実施する企業型年金の企業型年金加入者等に対し、これらの者が行う第二十五

条第一項の運用の指図に資するため、資産の運用に関する基礎的な資料の提供その他の必要な

措置を講ずるよう努めなければならない。

（注）資産の運用に関する情報提供＝いわゆる投資教育（法令解釈通知）

２ 事業主は、前項の措置を講ずるに当たっては、継続的に実施するとともに、企業型年金加入者等

継続教育の実施義務
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の資産の運用に関する知識を向上させ、かつ、これを第二十五条第一項の運用の指図に有効に

活用することができるよう配慮するものとする。



５．ＤＣの投資教育について
（２）投資教育の内容は法令解釈通知※1で規定

投資教育の具体的な内容は「最低限習得すべき金融リテラシー」の４分野１５項目との共通点多数。

第2 資産の運用に関する情報提供(いわゆる投資教育)に関する事項 「最低限習得すべき金融リテラシー」の第2 資産の運用に関する情報提供(いわゆる投資教育)に関する事項
3.法第22条の規定に基づき加入者等に提供すべき具体的な投資教育の内容

最低限習得す き金融リテラシ 」の
4分野・15項目との対応 ※2

確定拠出年金制度等の
具体的な内容

確定拠出年金制度等の具体的な内容
「ア わが国の年金制度の概要、改正等の動向及び年金制度に
おける確定拠出年金の位置づけ」具体的な内容 おける確定拠出年 位置 け」
「イ 確定拠出年金制度の概要」

金融商品の仕組みと特徴

預貯金、信託商品、投資信託、債券、株式、保険商品等それぞれ
の金融商品についての次の事項
「ア その性格又は特徴」「イ その種類」「ウ 期待できるリターン」
「 考

【金融分野共通】
項目６ 金融経済教育において基礎となる重要な事項（金利（単
利、複利）、インフレ、デフレ、為替、リスク・リターン等）や金融経金融商品の仕組みと特徴

「エ 考えられるリスク」
「オ 投資信託、債券、株式等の有価証券や変額保険等について
は、価格に影響を与える要因等」

利、複利）、イン 、デ 、為替、リ ク リタ ン等）や金融経
済情勢に応じた金融商品の利用選択についての理解
項目７ 取引の実質的なコスト（価格）について把握することの重
要性の理解

【資産形成商品】
「ア 資産の運用を行うに当たっての留意点(すなわち金融商品の
仕組みや特徴を十分認識した上で運用する必要があること)」

項目１２ 人によってリスク許容度は異なるが、仮により高いリター
ンを得ようとする場合には、より高いリスクを伴うことの理解
項目１３ 資産形成における分散（運用資産の分散、投資時期の
分散）の効果の理解
項目１４ 資産形成における長期運用の効果の理解

資産の運用の基礎知識

仕組みや特徴を十分認識した上で運用する必要があること)」
「イ リスクの種類と内容(金利リスク、為替リスク、信用リスク、価
格変動リスク、インフレリスク等)」
「ウ リスクとリターンの関係」
「エ 長期運用の考え方とその効果」
「オ 分散投資の考え方とその効果」「オ 分散投資の考え方とその効果」

確定拠出年金制度を含め
た老後の生活設計

「ア 老後の定期収入は現役時代と比較し減少するため、資産形
成は現役時代から取り組むことの必要性」
「エ 現役時代の生活設計を勘案しつつ、確定拠出年金や退職
金等を含めた老後の資産形成の計画や運用目標の考え方」 等

【１．家計管理】
項目１ 適切な収支管理（赤字解消・黒字確保）の習慣化
【２．生活設計】
項目２ ライフプランの明確化及びライフプランを踏まえた資金の

金等を含めた老後の資産形成の計画や運用目標の考え方」 等
確保の必要性の理解

※1 確定拠出年金制度について（平成13年8月21日年発第213号）

※2 記載した項目以外についても、例えば「項目8～11【保険商品】【ローン・クレジット】」は「確定拠出年金制度を含めた老後の生活設計」の中に
含まれて いると考えており、共通点は多数存在する。
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５．ＤＣの投資教育について
（３）投資教育の実施方法も法令解釈通知で規定

第2 資産の運用に関する情報提供(いわゆる投資教育)に関する事項
4 加入者等への具体的な提供方法等4.加入者等への具体的な提供方法等

（１） 投資教育を行う事業主等は、次に掲げる方法により、加入者等に提供すること。

① 投資教育の方法としては、例えば資料やビデオの配布(電磁的方法による提供を含む。)、説明会の開催等があるが、各① 投資教育の方法としては、例えば資料やビデオの配布(電磁的方法による提供を含む。)、説明会の開催等があるが、各
加入者等ごとに、当該加入者の資産の運用に関する知識及び経験等応じて、最適と考えられる方法により行うこと。

② 事業主等は、加入者等がその内容を理解できるよう投資教育を行う責務があり、加入者等からその内容についての質問
や照会等が寄せられた場合には、速やかにそれに対応すること。や照会等が寄せられた場合には、速やかにそれに対応すること。
特に、加入後の投資教育においては、加入者等の知識等に応じて、個別・具体的な質問、照会等が寄せられることから、
コールセンター、メール等による個別の対応に配慮することが望ましい。
また、テーマ等を決めて、社内報、インターネット等による継続的な情報提供を行うことや、既存の社員研修の中に位置付
けて継続的に実施することも効果的である。けて継続的に実施することも効果的である。

③ 確定拠出年金制度に対する関心を喚起するため、公的年金制度の改革の動向や他の退職給付の内容等の情報提供を
合わせて行うことにより、自らのライフプランにおける確定拠出年金の位置づけを考えられるようにすることが効果的である。

（２） 事業主が確定拠出年金運営管理機関に投資教育を委託する場合においては、当該事業主は、投資教育の内容・方法、
実施後の運用の実態、問題点等、投資教育の実施状況を把握するよう努めること。また、加入者等への資料等の配布、就業
時間中における説明会の実施、説明会の会場の用意等、できる限り協力することが望ましい。
加入後の投資教育についても、その重要性に鑑み、できる限り多くの加入者等に参加、利用の機会が確保されることが望まし

10

加入後の投資教育についても、その重要性に鑑み、できる限り多くの加入者等に参加、利用の機会が確保されることが望まし
い。



継続研修（継続教育）の実態

Q 実施状況は？

Q 事業主の認識は？Q 事業主の認識は？

Q 実施方法は？Q 実施方法

Q 継続研修（継続教育）の狙いは？

Q 実施しない理由は？

調査協力機関
○ 企業年金連合会

○ 特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会
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○ 特定非営利活動法人 確定拠出年金教育協会
○ 特定非営利活動法人 確定拠出年金総合研究所



６．継続研修（継続教育）の実態継続研修（継続教育）の実態

Q 実施状況は？
A 導入教育は全員対象に実施、継続教育は約６割が実施済みまたは実施予定

 導入時は大部分が全員対象の教育を受けており、事業主の教育に対する意識は高い。

 直近の調査によると、実施済みは約６割であり、年々高まりつつある。
（実施予定を加えると約７割が実施）

調査内容
調査
年度

回答
数

質問項目 回答

＜導入教育の実施対象＞ ＜継続教育の実施状況（第三者機関による直近アンケート）＞

導入教育は全員対象が
94.6％、希望者のみ実施が 実施率推移

「第4回 確定拠出年金制
度に関する実態調査」（速
報値）
企業年金連合会

2013
年

990
社

継続教育の
実施状況の
有無

実施済み
（複数回実施含

む）

計画中
実施して
いない

55.2% 9.8% 35.1%

回答数：973社

94.6％、希望者のみ実施が
5.4％と大部分が全員を対象
に実施。

53.9%

60.4%

60.0%

65.0%

70.0%

導入時教育の形態 55.2% 9.8% 35.1%

「企業型確定拠出年金
（DC）担当者の意識調査
2013」
特定非営利活動法人

2013
年

1034
社

2010年以降
に継続教育
を実施した

実施済み
（2010年以前

含）

実施予定
あり

実施予
定なし

その他・
無回答

48 2%

51.2%
51.7%

45.0%

50.0%

55.0%

導入時教育の形態
（対象者）

度数 率

希望者のみ実施 53 5.4%

全員対象で実施 920 94.6% 特定非営利活動法人
確定拠出年金教育協会 か 60.4% 13.7% 24.8% 1.1%

「第10回：企業型確定拠出
年金制度の運営管理およ
び運営管理機関取引に関 2013 718

制度導入後
における継

実施済み
（定期的・不定

期的合算）

実施して
いない

不明

（出所 企業型確定拠出年金（ ）担当者

48.2%

40.0%
有効回答者数 973

無回答 61
する調査」
特定非営利活動法人
確定拠出年金総合研究所

年 社 続教育の実
施状況 65.6% 34.3% 0.1%

12
（出所：各調査内容欄参照）

（出所：第4回 確定拠出年金制度に関する実
態調査 2013年速報値 / 企業年金連合会）

（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者
の意識調査 2009-2013 / 特定非営利活
動法人 確定拠出年金教育協会 / 過去
（直近3年及び3年以前）に継続教育を実
施したと回答した企業の割合）

無回答



６．継続研修（継続教育）の実態継続研修（継続教育）の実態

Q 事業主の認識は？
A 「事業主の義務」、「加入者の関心を高めたい」と考えている事業主が多い

 実施する理由として、約７割が「事業主の義務」としており、
約６割が「加入者の関心を高めたい」と考えている。

 約半数の事業主が「導入時の教育だけでは不足している」と感じている。

 実施していない事業主も、約８割は継続教育が必要と考えている。

＜継続教育を実施する理由（複数回答）＞ ＜（実施していない事業主のうち）＜継続教育を実施する理由（複数回答）＞

回答数：657社

合計

確定拠出年金
法で教育は事
業主の義務だ

導入時の教育
だけでは足り

加入者の関心
を高めたいか その他 無回答

＜（実施していない事業主のうち）
継続教育は必要だと思うか＞

回答数：366社

合計 はい いいえ 無回答

全体 366 80.6 14.8 4.6

50人未満 33 75 8 15 2 9 1と定められて
いるから

ないから ら

全体 657 72.9 45.4 62.7 4.4 2.1

50人未満 26 65.4 50.0 57.7 11.5 3.8

50～99人 55 72.7 38.2 60.0 5.5 -

100～299人 183 76 0 42 6 53 0 3 8 3 3

従
業

50人未満 33 75.8 15.2 9.1

50～99人 42 76.2 19.0 4.8

100～299人 134 76.9 17.9 5.2

300～999人 98 84.7 13.3 2.0

1000～4999人 49 87.8 8.2 4.1

5000人以上 10 90 0 10 0

従
業
員
数
別

100～299人 183 76.0 42.6 53.0 3.8 3.3

300～999人 205 66.3 43.4 65.4 5.4 2.0

1000～4999人 133 79.7 48.9 66.2 0.8 0.8

5000人以上 55 74.5 58.2 81.8 7.3 3.6

2001～2002年 24 62.5 50.0 62.5 4.2 4.2

2003～2005年 185 71.4 43.2 62.2 5.9 2.2
導
入

業
員
数
別

5000人以上 10 90.0 - 10.0

2001～2002年 17 82.4 17.6 -

2003～2005年 107 80.4 16.8 2.8

2006～2008年 120 80.8 12.5 6.7

2009～2011年 93 79.6 16.1 4.3

年

導
入
時
期
別
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2006～2008年 193 77.2 43.5 65.8 5.2 2.1

2009～2010年 215 74.4 45.1 62.8 2.8 2.3

2011～2012年 40 57.5 62.5 50.0 2.5 -

入
時
期
別

2012～2013年 29 82.8 10.3 6.9別

（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査 2013 / 特定非営利活動法人 確定拠出年金教育
協会）

（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査 2013 / 特定非営利活動法人
確定拠出年金教育協会）



６．継続研修（継続教育）の実態継続研修（継続教育）の実態

Q 実施方法は？
A 「セミナー・集合研修」「eラーニング」「社内イントラ・メール」「紙媒体」「映像・動画」

など様々など様々

 事業主の特性に応じ、対面型や非対面型など様々な方法で実施している。

 セミナー・集合研修は「勤務時間内」に開催するケースが多い セミナ 集合研修は「勤務時間内」に開催するケ スが多い。

＜継続教育の方法＞＜継続教育の実施方法（複数回答）＞
回答数：657社 回答数：553社

全体 0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

セミナー（勤務時間内） 

セミナー（勤務時間外） 

回答数 社 回答数 社

社内ｾﾐﾅｰ、講習会（勤務時間外）

ＤＣ関連情報紙の配布

投資教育教材（印刷物）の配布

ｅメール、電子掲示板の活用

社内ｾﾐﾅｰ、講習会（勤務時間内）

eラーニング

紙の資料配布（社内報含む）

PDFデータの配信

映像・動画による情報提供
家族同伴での資産運用相談

定例ミーティングの活用

その他

社内相談所、個別相談所の設置

他制度研修やﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝｾﾐﾅｰを活用

社内報など社内印刷物への掲載

ｅラーニング

（単位 ）メール配信

社内イントラの活用

自社で企画・実施 運営管理機関企画・実施 第三者機関企画・実施

（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査 2013 / 特定非営利活動法人

0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50

不明

まだ内容まで考えていない

家族同伴での資産運用相談

（出所： 第10回：企業型確定拠出年金制度の運営管理および運営管理機関取引に関する調査 /

（単位：％）
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（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査 2013 / 特定非営利活動法人
確定拠出年金教育協会）

（出所： 第10回：企業型確定拠出年金制度の運営管理および運営管理機関取引に関する調査 /
特定非営利活動法人 確定拠出年金総合研究所）



６．継続研修（継続教育）の実態継続研修（継続教育）の実態

Q 継続研修（継続教育）の狙いは？
A 加入者のレベルや導入時期によって狙いは異なる

 導入後間もない企業ほど「ＤＣ制度の理解促進」など基本的事項の理解促進が多い。

 「ライフプランとの関連性の理解促進」や「経済・マーケットへの理解促進」も相応の割合で存在。

＜継続教育において重視すべきこと（複数回答）＞

回答数：1034社

＜継続教育・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの狙い・目標（複数回答）＞

回答数：718社

36.6 

42.9 

43.0 

73.7 

Web、CCの内容確認、活用の理解

運用商品特性や資産運用の振り返り

自社退職給付制度内容の理解促進

確定拠出年金制度内容の理解促進

21 4

23.3 

27.0 

33.1 

36.2 

目標設定の必要性 設定の理解促進

配分変更の必要性、方法の理解促進

公的年金制度内容の理解促進

LP教育と連動、DC活用の理解促進

社員間の理解のﾊﾞﾗﾂｷを少なくする

9.3 

15.9 

17.1 

17.5 

21.4 

円滑に個人型移換できるようにする

取引ﾚﾎﾟｰﾄの内容確認、活用の理解

老後の生活収支に合う受取方法理…

経済環境変化に対応した資産運用

目標設定の必要性、設定の理解促進

8.1 

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0 

ｹﾞｰﾑなどによる投資・運用への理解

15（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査 2013 / 特定非営利活動法人 確定拠出年金教育
協会）

（単位：％）

（出所： 第10回：企業型確定拠出年金制度の運営管理および運営管理機関
取引に関する調査 / 特定非営利活動法人 確定拠出年金総合研究所）



６．継続研修（継続教育）の実態継続研修（継続教育）の実態

Q 実施しない理由は？
A 実施しない理由は様々

 「担当者の時間がない」、「集合が難しい」、「費用の確保が困難」といった物理的な問題から
「教育効果」に関連するものまで、事業主により理由は様々。

＜継続教育を実施する予定がない理由（複数回答）＞ ＜継続教育を実施していない理由（複数回答）＞

合計
継続教育の費
用を確保でき

ないから

継続教育に時
間（人員）を割
く余裕がない

営業拠点が散
らばっていて
加入者を集め

加入者の知識
レベルにばら
つきがあり、ど
のレベルにあ
わせたらよい

教育の効果が
あるかどうか
わからないか

経営層がその
必要性を理解
していないか

確定拠出年金
制度を導入し
たばかりだか

その他 無回答

＜継続教育を実施する予定がない理由（複数回答）＞
回答数：366社

＜継続教育を実施していない理由（複数回答）＞
回答数：318社継続教育を実施していない理由 度数 率

予算が取れない 59 18.6%
開催が困難 179 56.3%
教育内容が不明 67 21.1%
プログラムが作れない 46 14.5%
あくまで努力義務であるから 69 21 7%ないから

く余裕 な
から

加入者を集
られないから

わせたらよい
かわからない

から

わ らな
ら

な
ら

り
ら

全体 366 18.6 35.8 30.6 20.2 18.0 9.3 7.7 7.4 31.4

50人未満 33 18.2 27.3 12.1 24.2 18.2 9.1 - 18.2 33.3

50～99人 42 19.0 35.7 28.6 19.0 21.4 4.8 2.4 7.1 31.0従
業 （出所 第 回 確定拠出年金制度 関する実態調査 年速報値

あくまで努力義務であるから 69 21.7%
その他 53 16.7%
有効回答数 473
有効回答者数 318

無回答 29

100～299人 134 19.4 37.3 29.9 20.1 19.4 9.7 9.0 8.2 29.9

300～999人 98 16.3 37.8 36.7 23.5 18.4 7.1 10.2 3.1 32.7

1000～4999人 49 18.4 38.8 28.6 12.2 14.3 12.2 8.2 8.2 32.7

5000人以上 10 30.0 10.0 60.0 20.0 - 30.0 10.0 - 30.0

2001～2002年 17 5.9 41.2 41.2 17.6 11.8 - - 5.9 35.3

年

業
員
数
別

導

（出所：第4回 確定拠出年金制度に関する実態調査 2013年速報値 /
企業年金連合会）

＜継続教育実施上の悩み・課題（複数回答）＞

回答数：718社継続教育実施上の悩み・課題 率（％）
教育効果がどの程度あるか 47.9
社員教育に投入可能時間の確保困難 43 62003～2005年 107 22.4 36.4 30.8 23.4 20.6 9.3 - 10.3 31.8

2006～2008年 120 17.5 40.0 34.2 21.7 15.0 10.8 - 6.7 32.5

2009～2010年 93 19.4 33.3 28.0 17.2 23.7 7.5 12.9 6.5 30.1

2011～2012年 29 13.8 20.7 17.2 13.8 6.9 13.8 55.2 3.4 27.6

導
入
時
期
別

（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査 2013 / 特定非営利活動法人 確定拠出年金教育

社員教育に投入可能時間の確保困難 43.6
どんな内容、方法で実施するか 32.6
他業務兼務のため教育に割く時間少 31.9
社員参加がどの程度か、自信がない 25.1
費用の捻出が困難 19.2
何を教育効果測定指標にすればよいか 15.9
他福利制度と連動、相乗効果を高めたい 8.8
トップや上司の支援が得られない 5.7（出所：企業型確定拠出年金（DC）担当者の意識調査 2013 / 特定非営利活動法人 確定拠出年金教育

協会）

（出所： 第10回：企業型確定拠出年金制度の運営管理および運営
管理機関取引に関する調査 / 特定非営利活動法人 確定拠出年
金総合研究所）

社員の誰を対象に実施するがよいか 4.9
その他 5.6
不明 3.6
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６．継続研修（継続教育）の実態６ 継続研修（継続教育）の実態
各調査機関との意見交換によるアンケート結果の補足

＜実施方法について＞

「継続教育＝セミナー」と考えているところが多い。
実施時期については、「毎年実施」や「新入社員に教育し、後は何年か毎に実施」など事業主により様々。
事業主の担当者はやらなければいけないと考えているが、継続教育のプログラムが確立できていないなど、

やり方がわからない場合がある

＜実施しない理由＞

やり方がわからない場合がある。
どういうやり方が効果的なのか、測定方法が難しい。

＜実施しない理由＞

人員不足や物理的な問題等含めたコストがボトルネックとなっているケースがある。
事業主と言っても経営層と担当者で認識が異なる（経営層が継続教育の重要性を理解し、投資教育が

必要なコストであると理解することも必要と考える ）必要なコストであると理解することも必要と考える。）
自ら勉強すべきものである、個人の問題であると考えている。
制度導入時の担当者は投資教育の重要性を理解していても、２代目、３代目となりその重要性を感じて

いない、引き継がれていないことも理由の一つ。
継続教育を実施していない企業の中には、努力義務であり、罰則規定がないことを理由としているところ

もある。
継続教育のコストパフォーマンス（実施効果）が測りにくい。
教育の効果がわかりにくく 会社としてのメリット（ベネフィット）を感じにくい教育の効果がわかりにくく、会社としてのメリット（ベネフィット）を感じにくい。

17



７．さらなる投資教育の充実のためにさらなる投資教育の充実のため

（１）教育内容について

 投資教育の内容は「最低限習得すべき金融リテラシー」との共通点は多い。

継続 修 継続教育

投資教育 内容 最低限習得す き 融リテラシ 」 共通点 多 。

 本推進会議での報告を踏まえ、さらなる教育内容の充実化を検討する必要がある。

（２）継続研修（継続教育）について

教育実施の必要性に対する企業の認識は高く、実施率も年々高まってきているが、さらに継
続教育を充実させていくためには、

 継続教育の実施方法は、「セミナー・集合研修」を基本としながらも、Ｅラーニングなど様々
なツールの活用を周知していくことで、事業主の実態に合う、実施方法の多様化を進める必
要がある。

 また、経営層及び企業担当者など関係者の継続教育の必要性及びその効果への理解を高
めていくことで、実施率を向上していく必要がある。

（３）今後の検討課題

 さらなる投資教育の充実に向けた取組みとして、内容の充実、事業主の継続教育実施を
サポートする継続教育の実施方法や効果測定の方法を検討していく。

18



（参考）関連法令①（参考）関連法令①

法律 条 概要 条文

（事業主の責務）

確定拠出年金法 第22条 事業主の努力義務

第二十二条 事業主は、その実施する企業型年金の企業型年金加入者等に対し、
これらの者が行う第二十五条第一項の運用の指図に資するため、資産の運用に関
する基礎的な資料の提供その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。
２ 事業主は、前項の措置を講ずるに当たっては、継続的に実施するとともに、企業
型年金加入者等の資産の運用に関する知識を向上させ、かつ、これを第二十五条第

項 運用 指図 有効 活用する とが きるよう配慮するも とする一項の運用の指図に有効に活用することができるよう配慮するものとする。

（企業型年金に係る規約に定めるその他の事項）
第三条 法第三条第三項第十二号 の政令で定める事項は、次のとおりとする。
一 事業主が法第七条第一項 の規定により法第二条第七項 に規定する運営管理
業務（以下単に「運営管理業務 という ）の全部又は 部を委託する場合にあ ては

確定拠出年金法施
行令

第3条第3号

どのような投資教育を法第
22条に基づいて実施するか
は、規約に記載しなければな
らない事項

業務（以下単に「運営管理業務」という。）の全部又は一部を委託する場合にあっては、
当該委託に係る契約（法第七条第二項 の規定による再委託に係る契約を含む。）に
関する事項
二 法第八条第二項 に規定する資産管理契約（以下単に「資産管理契約」という。）
に関する事項
三 法第二十二条 の規定による措置の内容らない事項 三 法第二十二条 の規定による措置の内容
四 法第五十四条第一項 の規定により資産の移換を受ける場合にあっては、当該
資産の移換に関する事項
五 法第五十四条の二第一項 の規定による脱退一時金相当額等（同項 に規定す
る脱退一時金相当額等をいう。以下同じ。）の移換に関する事項
六 企業型年金の事業年度に関する事項六 企業型年金の事業年度に関する事項

確定拠出年金制度
について
（法令解釈通知）

第2 資産の運用に
関する情報提供(い
わゆる投資教育)に

3．法第22条の規定に基づき
加入者等に提供すべき具体
的な投資教育の内容

（次ページ以降参照）

（法令解釈通知）
関する事項

的な投資教育の内容
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（参考）関連法令②（参考）関連法令②

確定拠出年金制度について（平成13年8月21日年発第213号） 抜粋

(別紙)
確定拠出年金法並びにこれに基づく政令及び省令について(法令解釈)
第2 資産の運用に関する情報提供(いわゆる投資教育)に関する事項

3．法第22条の規定に基づき加入者等に提供すべき具体的な投資教育の内容法第 条の規定に基 き加入者等に提供す き具体的な投資教育の内容
(1) 投資教育を行う事業主等は、2で述べたように、加入時及び加入後の投資教育の目的、性格等に応じて、(3)に掲げる事項について、加入時、加入後を通じた
全般の計画の中で、加入者等が的確かつ効果的に習得できるよう、その内容の配分に配慮する必要がある。
また、事後に、アンケート調査、運用の指図の変更回数等により、目的に応じた効果の達成状況を把握することが望ましい。
(2) 特に、加入後の投資教育においては、次のような事項について配慮すること

① 運用商品に対する資産の配分、運用指図の変更回数等の運用の実態、コールセンター等に寄せられた質問等の分析やアンケート調査により、対象となる加①
入者等のニーズを十分把握し、対象者のニーズに応じた内容となるよう、配慮する必要がある。

なお、運営管理機関は制度の運用の実態等を定期的に把握・分析し、事業主に情報提供するとともに、必要な場合には投資教育に関する助言をするよう努める
こと。

② 基本的な事項が習得できていない者に対しては、制度に対する関心を喚起するよう十分配慮しながら、基本的な事項の再教育を実施すること。また、加入者
等の知識及び経験等の差が拡大していることから、より高い知識及び経験を有する者にも対応できるメニューに配慮することが望ましい。

③ 具体的な資産配分の事例、金融商品ごとの運用実績等の具体的なデータを活用すること等により、運用の実際が実践的に習得できるよう配慮することが効
果的である。
(3) 具体的な内容
① 確定拠出年金制度等の具体的な内容
ア わが国の年金制度の概要、改正等の動向及び年金制度における確定拠出年金の位置づけ
イ 確定拠出年金制度 概 次 から キ ま 掲げる事項イ 確定拠出年金制度の概要(次の(ア)から(キ)までに掲げる事項)
(ア) 制度に加入できる者とその拠出限度額（企業型年金加入者掛金を導入している事業所には、企業型年金加入者掛金の拠出限度額とその効果を含む。）
(イ) 運用商品(法第23条第1項に規定する運用の方法をいう。以下同じ。)の範囲、加入者等への運用商品の提示の方法及び運用商品の預替え機会の内容
(ウ) 給付の種類、受給要件、給付の開始時期及び給付(年金又は一時金別)の受取方法
(エ) 加入者等が転職又は離職した場合における資産の移換の方法
(オ) 拠出 運用及び給付の各段階における税制措置の内容(オ) 拠出、運用及び給付の各段階における税制措置の内容
(カ) 事業主、国民年金基金連合会、運営管理機関及び資産管理機関の役割
(キ) 事業主、国民年金基金連合会、運営管理機関及び資産管理機関の行為準則(責務及び禁止行為)の内容
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（参考）関連法令③（参考）関連法令③

確定拠出年金制度について（平成13年8月21日年発第213号） 抜粋

② 金融商品の仕組みと特徴
預貯金、信託商品、投資信託、債券、株式、保険商品等それぞれの金融商品についての次の事項
ア その性格又は特徴
イ その種類
ウ 期待できるリターンウ 期待できるリタ ン
エ 考えられるリスク
オ 投資信託、債券、株式等の有価証券や変額保険等については、価格に影響を与える要因等
③ 資産の運用の基礎知識
ア 資産の運用を行うに当たっての留意点(すなわち金融商品の仕組みや特徴を十分認識した上で運用する必要があること)
イ リスクの種類と内容(金利リスク、為替リスク、信用リスク、価格変動リスク、インフレリスク等)( )
ウ リスクとリターンの関係
エ 長期運用の考え方とその効果
オ 分散投資の考え方とその効果
④ 確定拠出年金制度を含めた老後の生活設計
ア 老後の定期収入は現役時代と比較し減少するため、資産形成は現役時代から取り組むことの必要性
イ 平均余命などを例示することで老後の期間が長期に及ぶものであること及び老後に必要な費用についても長期にわたり確保する必要があること。
ウ 老後に必要となる一般的な生活費の総額を例示しつつ、公的年金や退職金等を含めてもなお不足する費用（自身が確保しなければならない費用）の考え方
エ 現役時代の生活設計を勘案しつつ、確定拠出年金や退職金等を含めた老後の資産形成の計画や運用目標の考え方
オ 加入者等が運用商品を容易に選択できるよう運用リスク度合いに応じた資産配分例の提示
(4) 加入者等に、運用プランモデル(老後までの期間や老後の目標資産額に応じて、どのような金融商品にどの程度の比率で資金を配分するかを例示したモデ

を す場合 あ は 本確保型 運 方法 令第 条各号 規定する運 方法を う じ 運 する方法 る運 プ デ を必ずル)を示す場合にあっては、元本確保型の運用方法(令第16条各号に規定する運用の方法をいう。以下同じ。)のみで運用する方法による運用プランモデルを必ず
含め、比較できるよう工夫し、提示するものとすること。

また、退職時期を意識しリスク管理を行うことが一般的であり、老後までに時間がある若年層は比較的リスクが取りやすく、老後を間近に控える高年層には、
リスクを抑えるといった投資の基本的な考え方を意識付けることが望ましい。

例えば、老後の資産形成の目標も踏まえ、資産形成期に過度に元本確保型の比率が高い状態や年金資産額を確定していく時期に過度に元本確保型の比
率が低い状態とならないよう計画的に元本確保型の比率を設定するよう説明するのが望ましい率が低い状態とならないよう計画的に元本確保型の比率を設定するよう説明するのが望ましい。
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（参考）関連法令④（参考）関連法令④

確定拠出年金制度について（平成13年8月21日年発第213号） 抜粋

4．加入者等への具体的な提供方法等
(1) 投資教育を行う事業主等は、次に掲げる方法により、加入者等に提供すること。
① 投資教育の方法としては、例えば資料やビデオの配布(電磁的方法による提供を含む。)、説明会の開催等があるが、各加入者等ごとに、当該加入者の資産
の運用に関する知識及び経験等応じて、最適と考えられる方法により行うこと。

② 事業主等は、加入者等がその内容を理解できるよう投資教育を行う責務があり、加入者等からその内容についての質問や照会等が寄せられた場合には、② 事業主等は、加入者等がその内容を理解できるよう投資教育を行う責務があり、加入者等からその内容に いての質問や照会等が寄せられた場合には、
速やかにそれに対応すること。

特に、加入後の投資教育においては、加入者等の知識等に応じて、個別・具体的な質問、照会等が寄せられることから、コールセンター、メール等による個別の
対応に配慮することが望ましい。

また、テーマ等を決めて、社内報、インターネット等による継続的な情報提供を行うことや、既存の社員研修の中に位置付けて継続的に実施することも効果的で
ある。

③ 確定拠出年金制度に対する関心を喚起するため、公的年金制度の改革の動向や他の退職給付の内容等の情報提供を合わせて行うことにより、自らのライ
フプランにおける確定拠出年金の位置づけを考えられるようにすることが効果的である。
(2) 事業主が確定拠出年金運営管理機関に投資教育を委託する場合においては、当該事業主は、投資教育の内容・方法、実施後の運用の実態、問題点等、

投資教育の実施状況を把握するよう努めること。また、加入者等への資料等の配布、就業時間中における説明会の実施、説明会の会場の用意等、できる限り
協力することが望ましい。
加入後の投資教育についても、その重要性に鑑み、できる限り多くの加入者等に参加、利用の機会が確保されることが望ましい。

5． 投資教育と確定拠出年金法で禁止されている特定の運用の方法に係る金融商品の勧奨行為との関係
(1) 事業主等が上記3に掲げる投資教育を加入者等に行う場合には、当該行為は法第100条第6号に規定する禁止行為には該当しないこと。
(2) なお、事業主等が、価格変動リスク又は為替リスクが高い株式、外国債券、外貨預金等(この (2)において「株式等」という。)のリスクの内容について加入者

後 び 後 資産 プ デ等に十分説明した上で、老後までの期間及び老後の目標資産額に応じて株式等での運用を含んだ複数の運用プランモデルの提示を行う場合にあっても、当該
行為は法第100条第6号に規定する禁止行為には該当しないこと。
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End of presentationEnd of presentation.


